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1 

 

頁 新 旧 修正理由・備考 

2 第１章 総則 

第１節 計画作成の趣旨 

第２ 定義 

７ 「要配慮者」とは、高齢者、障がい者、傷病者、外国人、児童、乳幼児、

妊産婦、性的マイノリティの方等、必要な情報を迅速かつ的確に把握し、

災害から自らを守るために安全な場所に避難するなどの災害時の一連の行

動をとるために支援を要する者をいう。 

第１章 総則 

第１節 計画作成の趣旨 

第２ 定義 

７ 「要配慮者」とは、高齢者、障がい者、傷病者、外国人、児童、乳幼児、

妊産婦             等必要な情報を迅速かつ的確に把握し、

災害から自らを守るために安全な場所に避難するなどの災害時の一連の行動

をとるために支援を要する者をいう。 

性的マイノ

リティの方

への配慮を

追記 

16 第３章 災害応急対策 

第７節 屋内退避、避難誘導等の防護活動 

２ 市長は、内閣総理大臣から屋内退避若しくは避難に関する指示があった

とき、又は原子力緊急事態宣言があった時から原子力緊急事態解除宣言が

あるまでの間において人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の

拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、住民等に対する屋内

退避又は避難の指示等の措置を講ずる。 

（５）                感染症の流行下において、原子力

災害が発生した場合、住民等の被ばくによるリスクとウイルスの感染

拡大によるリスクの双方から、住民等の生命・健康を守ることを最優

先とする。具体的には、避難又は一時移転を行う場合には、その過程又

は避難先等における感染拡大を防ぐため、避難所等における感染者と

それ以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗い

などの手指衛生等の感染対策を実施する。 

第３章 災害応急対策 

第７節 屋内退避、避難誘導等の防護活動 

２ 市長は、内閣総理大臣から屋内退避若しくは避難に関する指示があった

とき、又は原子力緊急事態宣言があった時から原子力緊急事態解除宣言が

あるまでの間において人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の

拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、住民等に対する屋内

退避又は避難の指示等の措置を講ずる。 

（５） 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の流行下において、原子力

災害が発生した場合、住民等の被ばくによるリスクとウイルスの感染

拡大によるリスクの双方から、住民等の生命・健康を守ることを最優

先とする。具体的には、避難又は一時移転を行う場合には、その過程又

は避難先等における感染拡大を防ぐため、避難所等における感染者と

それ以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗い

などの手指衛生等の感染対策を実施する。 
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